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農地は公共財であり私的財である

農林金融12月号は日本農業を支える農地について、多面的な機能を持つ公共財としての
視点と、権利取引の対象となる私的財としての視点から検討を加えるものである。
日本の農地の概況をみると、1961年の農地面積ピークには609万haに延べ801万haの作

付けが行われた。瑞穂の国と呼ばれるように、とくに米の生産力は高くピークの1967年に
は315万haの水田で1426万トンもの生産を行った。それが2022年に日本の農地は432.5万ha
とピークのほぼ2/3となり、減少が止まらない状況である。ここで農地の減少は高度経済
成長期、バブル期などの農外転用が大きな要因であったが、既に日本の経済成長は低位に
留まり、人口減少も加速している。農外からの転用圧力は低下しているなか、近年の農地
減少の背景においては農業内部の要因が強まっている。例えば、農家数減少、農業労働者
の高齢化、後継者不足などである。
一方、農地は農業・農村の持つ多面的機能「国土の保全、水源の涵養（かんよう）、自
然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等」（農水省WEBページ）を支えている公
共財としての側面がある。こうした多面的な機能の一つともいえ、近年関心が高まってい
るのが世界的な課題である地球温暖化の抑制につながる農地による炭素貯留機能である。
農林水産省によれば、この機能は「農地に施用された堆肥や緑肥等の有機物は、多くが微
生物により分解され大気中に放出されるものの、一部が分解されにくい土壌有機炭素とな
り長期間土壌中に貯留される」ことによって実現する。本号論文では、バイオ炭を用いた
農地への炭素埋設の取組みが紹介され、そこではバイオ炭の農地への施用が、温室効果ガ
スの貯留活動としてクレジット化され「環境価値」として取引されている。日本の農地の
持つ多面的機能にグローバルな気候変動対策への貢献が加わったといえるかもしれない。
ここで農地の私的財としての側面に目を転じると、離農・経営縮小した農家の農地流動
化が進まないことが農地の減少の大きな要因となっており、その対策が必要になっている。
もともと日本の農地は国土の狭さと多数の農業者の存在等による零細圃場と圃場分散が大
きな課題であった。この背景として、1947年の農地改革による多数の小規模な自作農創出、
1952年に制定された農地法、高度成長期における農地の資産価値の上昇などがあげられる。
そのため、1970年の農地保有合理化事業の創設、1993年の農業経営基盤強化促進法の制定、
「平成の農地改革」と呼ばれた2009年の農地法等の改正や、2013年の農地中間管理事業の
創設など、農地流動化のための様々な施策がとられてきた。中国も日本同様に農家の規模
の零細性が長年の課題であり、農地集積のための様々な取組がなされている。両国とも農
業構造に課題を抱えているなかで、本号論文における両国の「農地の権利取引に関与する
組織」の比較は、農地の効率的利用にかかる施策等を検討する上で示唆を与えると思われ
る。
国土の制約がある日本の農地を維持・保全していく上では、私的財としての「農地の権
利取引に関与する組織」による流動化促進などに加え、公共財としての多面的機能の付加
価値の「見える化」など、多様な手段を活用していく必要があると思われる。

（（株）農林中金総合研究所 常務取締役　内田多喜生・うちだ たきお）

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/




